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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注)１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第35期中並びに第35期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有する潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

第36期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。 

３ 第36期より「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年8月9日))および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計規準適用指針第6号)を適用しております。 

なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況１中間連結財務諸表等(1)中間連結財務諸表の

(会計処理の変更)をご参照ください。 

  

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成15年 
  ８月31日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ２月29日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

売上高 (百万円) 37,423 34,793 35,425 73,881 70,625

経常利益 (百万円) 5,287 4,094 4,445 11,093 8,756

中間(当期)純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 2,586 2,035 2,297 5,001 △3,568

純資産額 (百万円) 70,296 73,665 68,157 73,884 67,477

総資産額 (百万円) 92,016 89,398 84,900 91,048 83,140

１株当たり純資産額 (円) 1,786.11 1,824.57 1,703.18 1,798.67 1,671.40

１株当たり中間(当期)純
利益又は当期純損失(△) 

(円) 64.81 50.01 57.21 120.46 △88.02

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) ― 50.01 57.09 ― ―

自己資本比率 (％) 76.4 82.4 80.3 81.2 81.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,396 3,725 4,372 7,558 7,868

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,093 △3,007 △2,863 △6,309 △8,354

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,793 △2,052 △1,750 △3,458 △2,825

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 17,823 15,276 13,106 16,819 13,356

従業員数 (名) 5,440 5,232 5,489 5,373 5,457



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注)１  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につ

いては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３  第36期より「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年8月9日))および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計規準適用指針第6号)を適用しております。 

  なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況２中間財務諸表等(1)中間財務諸表の(会計処

理の変更)をご参照ください。 

  

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成15年 
  ８月31日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ２月29日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

売上高 (百万円) 24,794 22,574 22,700 47,757 44,883

経常利益 (百万円) 5,157 6,145 6,040 9,948 9,325

中間(当期)純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 2,976 4,363 4,236 5,671 △6,813

資本金 (百万円) 12,944 12,944 12,944 12,944 12,944

発行済株式総数 (株) 41,713,388 41,713,388 41,713,388 41,713,388 41,713,388

純資産額 (百万円) 66,566 73,956 64,652 71,880 62,062

総資産額 (百万円) 79,259 85,367 76,685 84,606 73,098

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 16.00 19.00 22.00 32.00 38.00

自己資本比率 (％) 84.0 86.6 84.3 85.0 84.9

従業員数 (名) 2,152 2,079 2,013 2,103 2,018



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

  

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

  

(注) 従業員数は就業人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に特に記載すべき事項はありません。 

  

事業部門等の名称 従業員数(名)

毛髪関連事業 5,331 

その他の事業 50 

全社(共通) 108 

合計 5,489 

従業員数(名) 2,013 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の当社グループを取り巻く経済環境は、世界的に原油など原材料の価格が高騰するなか、日

本におきましては企業収益の改善や設備投資の増加により、個人消費や雇用環境が好転傾向を示し、景気は回復基

調のうちに推移いたしました。米国では金利の引上げなどの抑止材料もありましたが、個人消費を中心とした民間

需要が拡大基調で景気は概ね堅調に推移いたしました。欧州では景気回復の動きも見られましたが、総じて横這い

のうちに推移いたしました。また、アジアにおきましては引き続き中国を中心に景気拡大の動きが見られました。 

このような経営環境のもと、当社では各国の市場に沿った戦略を実行し、経営効率を高めながら企業価値の拡大

に努めてまいりました。 

国内市場におきましては、新規需要の拡大を最重要課題として、男性向けに「トータルヘアソリューション」を

テーマにしたＣＭを５月より開始し、さらに女性向けには新商品「シフォレアロマ」を３月から販売し、「イヴ」

との２ブランドの市場認知に努めました。 

海外市場におきましては、かつら事業では欧州において直営店の展開を推し進め営業基盤の強化と収益改善を図

っております。また、北欧市場におけるシェアの拡大を図るため、１月よりスウェーデンにあるCarl M Lundh ABを

グループ化いたしました。米国では新ブランドおよび新商品を投入し売上の拡大に努めました。米国のヘア・トラ

ンスプラント事業においては、さらなるシェア拡大を目指し、広告宣伝費を増額し新規需要の獲得を図りました。 

この結果、当中間連結会計期間の売上高は、354億25百万円（前年同期比1.8％増）となりました。利益面につき

ましては、営業利益40億14百万円（前年同期比3.9％増）、経常利益44億45百万円（前年同期比8.6％増）、中間純

利益は22億97百万円（前年同期比12.9％増）となりました。 

  

所在地別セグメントの業績については次のとおりであります。 

  

① 日本 

主力商品であるオーダーメイドかつらの売上高は、女性向けに新商品「シフォレアロマ」を３月から販売し、

男性向けは「トータルヘアソリューション」をＣＭ展開し、新規需要の掘り起こしを図り、さらに買い替え需要

の喚起に努めたことで、158億93百万円（前年同期比0.9％増）となりました。レディーメイドかつらにつきまし

ては百貨店、直営店、美容材料商とも売上が順調に推移し41億99百万円(前年同期比4.6％増)となりました。その

他の毛髪関連商品は25億87百万円(前年同期比2.0％減)、サービス収入は主に男性新規顧客への育毛サービスの売

上が増加し47億58百万円(前年同期比1.3％増)、その他の事業収入は2億34百万円(前年同期比7.7％増)、セグメン

ト間の内部売上高は26百万円(前年同期比21.2％減)となりました。 

以上の結果、売上高の合計は277億円となり、前年同期に比べ3億42百万円(1.3％)増加いたしました。営業利益

は57億69百万円と前年同期に比べ1億61百万円(2.7％)減少いたしました。 

  



② アジア 

台湾市場につきましては、営業体制の強化に努めておりますが効果が出るまでには至らず、オーダーメイドか

つらの売上高は1億10百万円(前年同期比7.3％減)となりました。レディーメイドかつらは36百万円(前年同期比

3.1％増)、その他の毛髪関連商品は32百万円(前年同期比37.4％増)、サービス収入は41百万円(前年同期比3.5％

減)、セグメント間の内部売上高は20億75百万円(前年同期比14.3％増)となりました。 

以上の結果、売上高の合計は22億97百万円となり、前年同期に比べ2億59百万円(12.7％)増加いたしました。営

業利益は4億90百万円と前年同期に比べ31百万円(6.8％)増加いたしました。 

  

③ 北米 

レディーメイドかつらは新商品の投入により卸売部門などが好調に推移し、さらに大規模小売チェーン向けの

販売も回復したことで16億45百万円(前年同期比1.1％増)、サービス収入はヘア・トランスプラント事業が広告宣

伝費の増額にかかわらず新規の需要喚起に至らず40億16百万円(前年同期比1.3％減)となりました。オーダーメイ

ドかつらの売上高が1億13百万円(前年同期比4.7％増)、その他の毛髪関連商品が77百万円(前年同期比38.4％

減)、セグメント間の内部売上高は3億88百万円(前年同期比33.7％増)となりました。 

以上の結果、売上高の合計は62億42百万円となり、前年同期に比べ19百万円(0.3％)増加いたしました。営業損

失は3億42百万円と前年同期に比べ98百万円（22.4％）減少いたしました。 

  

④ 欧州 

各国市場で競争が激化し、既進出国での売上の伸びは鈍化しましたが、スウェーデンのCarl M Lundh ABが連結

対象になったことで、オーダーメイドかつらの売上高は2億4百万円(前年同期比61.8％増)、レディーメイドかつ

らは11億75百万円(前年同期比16.1％増)、その他の毛髪関連商品が2億50百万円(前年同期比66.9％増)、サービス

収入は45百万円(前年同期比66.7％増)となりました。 

以上の結果、売上高の合計は16億76百万円となり、前年同期に比べ3億59百万円(27.3％)増加いたしました。営

業利益は95百万円と前年同期に比べ1億16百万円(前年同期は営業損失21百万円)増加いたしました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

① 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの概要説明 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により43億72百万円増加し、投資活動により

28億63百万円減少し、財務活動により17億50百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物は2億49百万円の減少

となり、中間期末残高は131億6百万円(前年同期比14.2%減)となりました。 

  

② 各活動別の説明および前年同期比 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動は、税金等調整前中間純利益43億95百万円に減価償却費9億87百万円、連結調整勘定償却額3億5百万

円等を加え、支出では法人税等の支払額16億44百万円等がありましたが、差し引きでは43億72百万円の増加とな

りました。 

この結果、営業活動全体として前中間連結会計期間と比べて収入が6億46百万円(前年同期比17.4%増)の増加と

なりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動は、有価証券の売却による収入が109億95百万円ありましたが、有価証券の取得による支出が79億96

百万円、投資有価証券の取得による支出が45億3百万円あったことなどにより、差し引き28億63百万円の減少と

なりました。 

この結果、投資活動全体として前中間連結会計期間と比べて支出が1億44百万円(前年同期比4.8%減)の減少と

なりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動は、自己株式の取得による支出が15億48百万円あったことなどにより、17億50百万円の減少となりま

した。 

この結果、財務活動全体として前中間連結会計期間と比べて支出が3億1百万円(前年同期比14.7%減)の減少と

なりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 当社グループは、小売販売および卸売販売を手掛けております。そのため取り扱う商品が多数あり販売価格による表示が困

難なため、生産数量で表示しております。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

  

(注)１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  ２ 総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありません。 

  

品目 数量(枚) 前年同期比(％) 

オーダーメイドかつら 49,549 106.4

レディーメイドかつら 656,319 177.0

合計 705,868 169.1

品目 受注高(百万円) 前年同期比(％) 
受注残高 
(百万円) 

前年同期比(％) 

オーダーメイドかつら 15,340 95.8 3,330 79.3

品目 金額(百万円) 前年同期比(％) 

オーダーメイドかつら 16,322 101.3

レディーメイドかつら 7,056 105.4

その他の商品 2,948 100.3

サービス収入 8,862 100.3

毛髪関連事業計 35,190 101.8

その他の事業 234 107.8

合計 35,425 101.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社および当社の連結子会社)の毛髪関連事業における研究開発活動は、お客様に満足いただける高

品質の商品・サービスを提供することを企業戦略上の要と位置付け、「かつら・活毛商品」「ヘアケア・育毛商品お

よびサービス」の開発改良と「毛髪再生医療」の研究開発に鋭意取り組んでおります。 

「かつら・活毛商品」分野では、当社研究開発部を中核とし、Aderans Thai Ltd.、World Quality Co.,Ltd.の各生

産子会社に研究開発部門を設置し、多様化するニーズに対応し、幅広い顧客層に支持される商品を提供すべく、毛髪

やかつらベース素材および毛植え方法等の開発改良を行っております。 

また、各生産子会社では、当社研究開発部の依頼による試作のほか、生産子会社独自に商品の開発改良を行ってお

ります。 

「ヘアケア・育毛商品およびサービス」分野では、当社研究開発部において、脱毛予防、育毛に効果のある施術シ

ステムおよび機器類や育毛剤の開発およびお客様の頭皮や毛髪の状態にあった各種シャンプー、コンディショナー、

トリートメント剤、整髪料等の開発を行っております。 

「毛髪再生医療」分野では、米国の研究開発子会社Aderans Research Institute,Inc.がアトランタ研究所およびフ

ィラデルフィア研究所において研究開発活動を行っております。 

アトランタ研究所では、生物工学のアプローチから毛包新生を誘導する細胞移植の医療機器の開発、前臨床および

臨床試験で利用する実験モデルの設計に取り組んでおります。 

フィラデルフィア研究所では、細胞生物学、分子生物学、トランスレーショナル・バイオロジー分野の学術研究の

成果を踏まえて、毛包再生を目的とした細胞培養に取り組んでおります。 

また、他の研究機関やバイオベンチャー企業との提携や共同研究も視野に入れて、毛髪再生に応用可能な研究動向

を把握するために、広範囲な活動を行っております。 

当中間連結会計期間における主な研究開発の成果として、「かつら・活毛商品」分野では、女性用かつら「シフォ

レ」ブランドの第２弾として、頭皮へのやさしさを継承し、おしゃれ感を追及した、＜香り＞をベースに附加しアロ

マ効果で心地良いリラックス感が得られる「シフォレアロマ」を３月に発売しました。「ヘアケア・育毛商品および

サービス」分野では、店販商品として「クリーンシート」のリニューアルを４月に実施したほか、遠赤＋マイナスイ

オン機能付「黒髪」ドライヤーの切り替えも８月から行ないました。また、金属アレルギーのお客様にも安心してご

使用頂ける「ラバーストッパー」も随時切り替え進行中であります。 

以上により、当中間連結会計期間における研究開発費は4億6百万円であります。 

なお、その他の事業においては、研究開発活動は行っておりません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

なお、前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであ

ります。 

  

提出会社 

(注) (    )書きは保証金及び敷金を内書きで表示しております。 

   なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称 設備の内容 投資額(百万円) 完了年月 
完成後の 
増加能力 

営業店３店 
（岡山県岡山市他） 

毛髪関連事業 営業用設備移転
( 24)
224 

平成17年3月から 
平成17年7月まで 

重要な影響
を及ぼすも
のはありま
せん 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款の定めにより、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずることとなっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 138,000,000

計 138,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月７日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 41,713,388 41,713,388

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。 

計 41,713,388 41,713,388 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、商法第280条ノ20および商法第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

第１回新株予約権証券(平成15年５月22日定時株主総会決議) 

  

  

  中間会計期間末現在
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個）     4,499  (注)１     4,066 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 449,900 406,600 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり    2,275  (注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月１日～
平成19年５月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格および資本組入額(円) 

発行価格   2,275
資本組入額  1,138 

同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はでき
ないこととする。 
新株予約権の割り当てを受けた
対象者は、新株予約権の行使時に
おいても当社および当社の属する
企業グループに在任・在籍（形態は
問わない）していることを要する。 
新株予約権の第三者への譲渡、
質入れ、相続その他の一切の処分
は認めない。 
  上記の他、各対象者から当社へ
の新株予約権返還事由、新株予約
権の行使の制限その他に関し、新
株予約権割当契約に定めるものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要するものとする。 
同左 



第２回新株予約権証券(平成16年５月27日定時株主総会決議) 

  

  

  中間会計期間末現在
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個）          7,369  (注)１          7,024  (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 736,900 702,400 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり    2,462  (注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年６月１日～
平成20年５月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格および資本組入額(円) 

発行価格   2,462
資本組入額  1,231 

同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はでき
ないこととする。 
新株予約権の割り当てを受けた
対象者は、新株予約権の行使時に
おいても当社および当社子会社に
在任・在籍（形態は問わない）してい
ることを要する。 
新株予約権の第三者への譲渡、
質入れ、相続その他の一切の処分
は認めない。 
  上記の他、各対象者から当社へ
の新株予約権返還事由、新株予約
権の行使の制限その他に関し、新
株予約権割当契約に定めるものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要するものとする。 
同左 



第３回新株予約権証券(平成17年５月26日定時株主総会決議) 

  

（注） １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

   ２ 以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

(1) 当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる1円

未満の端数については、これを切り上げる。 

(2) 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行

使ならびに商法等の一部を改正する等の法律（平成13年法律第79号）附則第5条第2項の規定ならびに商法第221条

ノ2の規定に基づく自己株式の譲渡の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる1

円未満の端数については、これを切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控

除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

るものとする。 

(3) 当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で払込価額を調整するものとす

る。 

  

  中間会計期間末現在
（平成17年８月31日） 

提出日の前月末現在
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数（個）          7,061  (注)１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 706,100 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり    2,435  (注)２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月１日～
平成21年５月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格および資本組入額(円) 

発行価格   2,435
資本組入額  1,218 

同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はでき
ないこととする。 
新株予約権の割り当てを受けた
対象者は、新株予約権の行使時に
おいても当社および当社子会社に
在任・在籍（形態は問わない）してい
ることを要する。 
新株予約権の第三者への譲渡、
質入れ、相続その他の一切の処分
は認めない。 
  上記の他、各対象者から当社へ
の新株予約権返還事由、新株予約
権の行使の制限その他に関し、新
株予約権割当契約に定めるものと
する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要するものとする。 
同左 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
1 

分割・併合の比率 

調 整 後 

払込価額 
＝ 
調 整 前 

払込価額 
× 
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数×1株当たりの払込金額 

新規株式発行前の1株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 
平成17年８月31日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２ 次の法人から、大量保有報告書に係る変更報告書の提出があり(報告義務発生日 平成16年9月30日)、次のとおり株式を

所有している旨報告を受けておりますが、当中間期末現在における当該法人名義の実質所有株式数確認ができませんの

で、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年８月31日 ― 41,713 ― 12,944 ― 13,157

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

根 本 信 男 東京都世田谷区成城三丁目８番20号 4,638 11.11

スティールパートナーズ ジャ
パン ストラテジックファンド
（オフショア）エルピー 
(常任代理人 メリルリンチ日本
証券株式会社)  

HARBOUR  CENTRE  P.O.BOX  30362 
SMB,GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN,CAYMAN 
ISLANDS 
(東京都中央区日本橋一丁目４番１号) 

4,000 9.58

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済業
務室) 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

2,786 6.67

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,503 6.00

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,295 5.50

ザ バンク オブ ニューヨーク  
トリーティー ジャスデック  ア
カウント 
(常任代理人 株式会社東京三菱
銀行 カストディ業務部) 

GLOBAL CUSTOOY, 32ND FLOOR ONE WALL
STREET, NEW YORK NY 10286, U.S.A. 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号) 

2,043 4.89

株式会社アデランス 東京都新宿区新宿一丁目６番３号 1,695 4.06

エイチエスビーシー ファンド
サービシィズ スパークス ア
セット マネジメント コーポ
レイテッド 
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店) 

1 QUEEN’S ROAD CENTRAL HONG KONG
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号) 

957 2.29

第一生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号) 

726 1.74

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
(常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券会社東京支店) 

133 Fleet Street London EC4A 2BB,U.K
(東京都港区六本木六丁目10番１号) 

575 1.38

計 ― 22,221 53.27

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)   2,503千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)          2,295千株  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株) 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％) 

スパークス・アセット・マ

ネジメント投信株式会社 

東京都品川区大崎1-11-2
ゲートシティ大崎イーストタワ
ー16F 

2,737 6.56 



３ 次の法人から、大量保有報告書に係る変更報告書の提出があり(報告義務発生日 平成17年3月31日)、次のとおり株式を

所有している旨報告を受けておりますが、当中間期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株) 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％) 

ドッチ・アンド・コックス 

アメリカ合衆国カリフォルニア
州94104，サンフランシスコ，
カリフォルニア・ストリート
555，40階 

2,733 6.55 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年８月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,700株(議決権57個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年８月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   1,695,500 

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であります。 

完全議決権株式(その他) 普通株式  39,915,500 399,155 同上 

単元未満株式 普通株式     102,388 ― 同上 

発行済株式総数 41,713,388 ― ― 

総株主の議決権 ― 399,155 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社アデランス 

東京都新宿区新宿一丁目
６番３号 

1,695,500 ― 1,695,500 4.06

計 ― 1,695,500 ― 1,695,500 4.06

月別 
平成17年 
３月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 2,480 2,545 2,635 2,650 2,790 2,735

最低(円) 2,240 2,225 2,350 2,500 2,555 2,525



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

  

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づき作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日ま

で）および前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）の中間連結財務諸表および中間財務諸表

並びに当中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）および当中間会計期間（平成17年３月１

日から平成17年８月31日まで）の中間連結財務諸表および中間財務諸表について、京橋監査法人により中間監査を受

けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     10,530 12,348   13,626 

２ 受取手形及び 
  売掛金 

    4,514 4,636   4,815 

３ 有価証券     14,096 11,201   12,199 

４ たな卸資産     3,806 3,914   3,787 

５ 繰延税金資産     1,055 1,137   984 

６ その他     1,294 1,391   1,134 

７ 貸倒引当金     △59 △40   △54 

流動資産合計     35,237 39.4 34,589 40.7   36,492 43.9

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※1         

(1) 建物及び 
  構築物 

  14,858   13,078 13,440   

(2) 土地   14,019   11,593 11,616   

(3) その他   3,467 32,345 36.2 1,956 26,629 31.4 1,897 26,955 32.4

２ 無形固定資産          

(1) 営業権   704   112 112   

(2) 連結調整勘定   5,866   2,926 2,570   

(3) その他   2,664 9,235 10.3 2,223 5,262 6.2 2,214 4,897 5.9

３ 投資その他の 
  資産 

         

(1) 投資有価証券   3,710   8,719 5,082   

(2) 保証金及び 
  敷金 

  3,772   3,671 3,788   

(3) 繰延税金資産   1,951   2,830 2,780   

(4) その他   3,221   3,273 3,221   

(5) 貸倒引当金   △77 12,579 14.1 △74 18,419 21.7 △77 14,795 17.8

固定資産合計     54,160 60.6 50,311 59.3   46,648 56.1

資産合計     89,398 100.0 84,900 100.0   83,140 100.0

            



 
 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
  買掛金 

    1,303 1,477   1,253 

２ 賞与引当金     1,393 1,501   1,283 

３ 商品保証引当金     119 142   126 

４ 返品調整引当金     69 73   96 

５ 未払法人税等     1,705 2,072   1,281 

６ 前受金     2,895 2,889   3,066 

７ 繰延税金負債     3 4   5 

８ その他     2,821 2,921   3,101 

流動負債合計     10,313 11.5 11,082 13.0   10,214 12.3

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金     3,194 3,507   3,362 

２ 役員退職慰労 
  引当金 

    826 826   855 

３ 繰延税金負債     － 9   － 

４ その他     1,294 1,225   1,144 

固定負債合計     5,315 6.0 5,569 6.6   5,362 6.4

負債合計     15,629 17.5 16,652 19.6   15,577 18.7

(少数株主持分)           

少数株主持分     103 0.1 91 0.1   85 0.1

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     12,944 14.5 12,944 15.3   12,944 15.6

Ⅱ 資本剰余金     13,157 14.7 13,157 15.5   13,157 15.8

Ⅲ 利益剰余金     53,275 59.6 48,336 56.9   46,905 56.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    171 0.2 337 0.4   230 0.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     △2,269 △2.5 △2,116 △2.5   △2,140 △2.6

Ⅵ 自己株式     △3,613 △4.1 △4,501 △5.3   △3,618 △4.3

資本合計     73,665 82.4 68,157 80.3   67,477 81.2

負債、少数株主 
持分及び資本 
合計 

    89,398 100.0 84,900 100.0   83,140 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     34,793 100.0 35,425 100.0   70,625 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1   6,152 17.7 6,373 18.0   12,326 17.5

売上総利益     28,641 82.3 29,051 82.0   58,299 82.5

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※2   24,778 71.2 25,036 70.7   49,830 70.5

営業利益     3,862 11.1 4,014 11.3   8,468 12.0

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   35   81 87   

２ 受取配当金   8   7 10   

３ 不動産賃貸料   179   170 343   
４ 投資有価証券 
  売却益 

  61   4 61   

５ 為替差益   －   203 －   

６ その他   192 478 1.4 143 611 1.7 339 841 1.2

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   3   8 11   

２ 不動産賃貸費用   48   127 99   

３ 租税公課   75   － 75   
４ 貸倒引当金 
繰入額 

  35   － 42   

５ たな卸資産 
廃棄損 

  26   17 55   

６ 為替差損   －   － 203   

７ その他   57 246 0.7 27 180 0.5 65 553 0.8

経常利益    4,094 11.8 4,445 12.5  8,756 12.4

Ⅵ 特別利益         

１ 固定資産売却益 ※3 2   77 2   

２ 貸倒引当金 
  戻入益 

  － 2 7 85 0.3 － 2 0.0

Ⅶ 特別損失         

１ 過年度費用 
修正損 

  －   97 －   

２ 固定資産売却損 ※4 0   12 33   

３ 固定資産除却損 ※5 37   25 83   

４ 土地評価損 ※6 －   － 1,755   

５ 減損損失 ※7 －   － 6,889   

６ 投資有価証券 
評価損 

  － 37 0.1 － 135 0.4 190 8,951 12.7

税金等調整前 
中間純利益又は 
税金等調整前 
当期純損失(△) 

   4,058 11.7 4,395 12.4  △192 △0.3

法人税、住民税 
及び事業税 

  
  

2,121   2,339 4,373   

法人税等調整額   △77 2,044 5.9 △242 2,097 5.9 △873 3,500 5.0
少数株主損失     20 0.0 － －   124 0.2

中間純利益又は 
当期純損失(△) 

    2,035 5.8 2,297 6.5   △3,568 △5.1

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ資本剰余金期首残高     13,157 13,157   13,157

Ⅱ資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

    13,157 13,157   13,157

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ利益剰余金期首残高     52,265 46,905   52,265

Ⅱ利益剰余金増加高        

１ 中間純利益   2,035 2,035 2,297 2,297 － －

Ⅲ利益剰余金減少高       

１ 当期純損失   － － 3,568 

２ 配当金   657 767 1,424 

３ 役員賞与   178 － 178  

４ 連結除外による 
  減少高 

  188 － 188  

５ 自己株式処分差損   － 1,024 99 866 0 5,359

Ⅳ利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

    53,275 48,336   46,905

        



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間純利益 
又は税金等調整前当期 
純損失(△) 

 4,058 4,395 △192

２ 減価償却費  1,207 987 2,510

３ 減損損失  － － 6,889

４ 有形固定資産除却損  76 63 226

５ 土地評価損  － － 1,755

６ 投資有価証券評価損  － － 190

７ 連結調整勘定償却額  419 305 838

８ 賞与引当金の増減額  △10 219 △122

９ 退職給付引当金の増減額  182 146 349

10 受取利息及び受取配当金  △44 △88 △97

11 支払利息  3 8 11

12 売上債権の増減額  1,088 255 801

13 たな卸資産の増減額  27 △20 51

14 仕入債務の増減額  321 159 275

15 保証金及び敷金の増減額  84 121 139

16 役員賞与の支払額  △178 － △178

17 その他  △363 △610 222

小計  6,872 5,943 13,670

18 利息及び配当金の受取額  43 81 76

19 利息の支払額  △3 △8 △11

20 法人税等の支払額  △3,186 △1,644 △5,866

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,725 4,372 7,868

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の増減額  △2,122 33 △4,131

２ 有価証券の取得による支出  △3,998 △7,996 △9,996

３ 有価証券の売却による収入  5,009 10,995 10,596

４ 有形固定資産の取得による 
  支出 

 △1,639 △720 △2,453

５ 無形固定資産の取得による 
  支出 

 △537 △63 △580

６ 投資有価証券の取得による 
  支出 

 △39 △4,503 △2,144

７ 投資有価証券の売却による 
  収入 

 245 49 245

８ 連結の範囲変更を伴う 
子会社株式の取得による 
支出 

 － △665 －

９ その他  75 7 111

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,007 △2,863 △8,354



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 自己株式の取得による支出  △1,394 △1,548 △1,401

２ 自己株式の売却による収入  － 565 0

３ 配当金の支払額  △657 △767 △1,424

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,052 △1,750 △2,825

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 △70 △8 △13

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △1,404 △249 △3,324

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 16,819 13,356 16,819

Ⅶ 連結除外に伴う減少高  △139 － △139

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 15,276 13,106 13,356

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日至 平成16年８月31日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年３月１日至 平成17年８月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成16年３月１日至 平成17年２月28日) 

該当事項はありません。 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 連結の範囲に 

関する事項 

(1) 連結子会社は27社であ

ります。 

主要な連結子会社名 

フォンテーヌ㈱ 

㈱エーディーエヌ 

㈱エーディーイー 

Aderans Holding  

Co., Inc. 

(在外子会社) 

Aderans Europe  

B.V.(在外子会社) 

Aderans Thai Ltd.

(在外子会社) 

なお、清算手続開始

のため当中間連結会

計 期 間 よ り Allen 

Arthur(Manila),Inc.

を連結の範囲から除

外しております。 

(1) 連結子会社は27社であ

ります。 

主要な連結子会社名 

フォンテーヌ㈱ 

㈱エーディーエヌ 

㈱エーディーイー 

Aderans Holding  

Co., Inc. 

(在外子会社) 

Aderans Europe  

B.V.(在外子会社) 

Aderans Thai Ltd. 

(在外子会社) 

なお、当中間連結会

計期間から、買収に

よりCarl M Lundh AB

を連結の範囲に含

め、連結子会社同士

の合併によりBosley 

Healthy Hair 

Institute, Inc.を連

結の範囲から除外し

ております。 

(1) 連結子会社は27社であ

ります。 

主要な連結子会社名 

フォンテーヌ㈱ 

㈱エーディーエヌ 

㈱エーディーイー 

Aderans Holding  

Co., Inc. 

(在外子会社) 

Aderans Europe  

B.V.(在外子会社) 

Aderans Thai Ltd. 

(在外子会社) 

なお、清算手続開始

のため当連結会計年

度よりAllen Arthur 

(Manila),Inc.を連結

の範囲から除外して

おります。 

  (2) 主要な非連結子会社は

ありません。 

非連結子会社は、いず

れも中間連結財務諸表

に与える影響が軽微で

あるため、連結の範囲

から除外しておりま

す。 

(2)    同左 

  

(2) 主要な非連結子会社は

ありません。 

非連結子会社は、いず

れも連結財務諸表に与

える影響が軽微である

ため、連結の範囲から

除外しております。 

２ 持分法の適用に 

関する事項 

非連結子会社は、いずれも

中間連結財務諸表に与える

影響が軽微であるため、持

分法を適用しておりませ

ん。 

同左 非連結子会社は、いずれも

連結財務諸表に与える影響

が軽微であるため、持分法

を適用しておりません。 

３ 連結子会社の  

(中間)決算日等 

に関する事項 

連結子会社のうち、㈱エー

ディーエヌ、㈱エーディー

イーおよび在外連結子会社

24社の中間決算日は６月30

日でありますが、各社とも

中間連結決算日との差異が

３カ月を超えていないの

で、当該中間決算日の中間

財務諸表を基礎として連結

を行っており、中間連結決

算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要

な調整を行っております。 

連結子会社のうち、㈱エー

ディーエヌ、㈱エーディー

イーおよび在外連結子会社

24社の中間決算日は６月30

日でありますが、各社とも

中間連結決算日との差異が

３カ月を超えていないの

で、当該中間決算日の中間

財務諸表を基礎として連結

を行っており、中間連結決

算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要

な調整を行っております。 

連結子会社のうち、㈱エー

ディーエヌ、㈱エーディー

イーおよび在外連結子会社

24社の決算日は12月31日で

ありますが、各社とも連結

決算日との差異が３カ月を

超えていないので、当該決

算日の財務諸表を基礎とし

て連結を行っており、連結

決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必

要な調整を行っておりま

す。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

４ 会計処理基準に 

関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額

法) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  子会社株式 

移動平均法による 

原価法 

子会社株式 

 同左 

子会社株式 

同左 

     その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定) 

   その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価

格等に基づく時

価法(評価差額

は全部資本直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定) 

      時価のないもの 

     移動平均法によ

る原価法 

時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

     同左 

  ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

  商品・製品 

   中間連結財務諸表提

出会社については、

かつらのうちオーダ

ーメイドは個別法に

よる原価法、レディ

ーメイドは総平均法

による原価法、その

他の商品は最終仕入

原価法によっており

ます。 

   また、国内連結子会

社については、主と

して移動平均法によ

る原価法、在外連結

子会社については、

先入先出法による低

価法または移動平均

法による低価法によ

っております。 

③ たな卸資産 

商品・製品 

同左 

③ たな卸資産 

  商品・製品 

   連結財務諸表提出会

社については、かつ

らのうちオーダーメ

イドは個別法による

原価法、レディーメ

イドは総平均法によ

る原価法、その他の

商品は最終仕入原価

法によっておりま

す。 

   また、国内連結子会

社については、主と

して移動平均法によ

る原価法、在外連結

子会社については、

先入先出法による低

価法または移動平均

法による低価法によ

っております。 

    原材料・仕掛品 

   連結子会社について

は先入先出法による

低価法または移動平

均法による低価法に

よっております。 

原材料・仕掛品 

同左 

原材料・仕掛品 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

    貯蔵品 

   支給資材は個別法

による原価法、そ

の他の貯蔵品は主

として最終仕入原

価法によっており

ま す。た だ し、在

外連結子会社につ

いては先入先出法

による低価法によ

っております。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

    有形固定資産 

   主として定率法(た

だし、平成10年４

月１日以降取得し

た建物「建物附属

設備を除く」につ

いては定額法によ

っております。)。

一部の国内連結子

会社については定

額 法。た だ し、在

外連結子会社の有

形固定資産につい

ては、主として定

額法によっており

ます。 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

  なお、主な耐用年

数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物 

13～47年 

    

    無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用の

ソフトウエアにつ

いては、社内にお

ける利用可能期間

(５年)に基づく定

額法により償却し

ています。 

  無形固定資産 

同左 

  無形固定資産 

同左 

    長期前払費用 

   均等償却 

長期前払費用 

同左 

長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  (3) 重要な引当金の計上 

基準 

① 貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備

えるため、一般債権

については貸倒実績

率により、貸倒懸念

債権等特定の債権に

ついては個別に回収

可能性を検討し、回

収不能見込額を計上

し て お り ま す。な

お、在外連結子会社

については、個々の

債権の回収可能性を

検討し計上しており

ます。 

(3) 重要な引当金の計上 

基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上 

基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

  中間連結財務諸表提

出会社および国内連

結子会社について

は、従業員に対する

賞与の支給に備える

ため、支給見込額に

基づき計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

  連結財務諸表提出会社

および国内連結子会社

については、従業員に

対する賞与の支給に備

えるため、支給見込額

に基づき計上しており

ます。 

  ③ 商品保証引当金 

  中間連結財務諸表提

出会社については、

販売商品の無償保証

契約に基づく補修費

に充てるため、過去

の補修実績を基礎と

して、その必要額を

見積計上しておりま

す。 

③ 商品保証引当金 

同左 

③ 商品保証引当金 

  連結財務諸表提出会社

については、販売商品

の無償保証契約に基づ

く補修費に充てるた

め、過去の補修実績を

基礎として、その必要

額を見積計上しており

ます。 

  ④ 返品調整引当金 

  連結子会社のうちフ

ォンテーヌ㈱につい

ては、販売商品の返

品による損失に備え

るため、売掛金残高

に当上半期および前

期の平均返品率と当

上半期の売上総利益

率を乗じた額を計上

しております。 

④ 返品調整引当金 

同左 

④ 返品調整引当金 

  連結子会社のうちフォ

ンテーヌ㈱について

は、販売商品の返品に

よる損失に備えるた

め、売掛金残高に当期

および前期の平均返品

率と当期の売上総利益

率を乗じた額を計上し

ております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  ⑤ 退職給付引当金 

  中間連結財務諸表提出

会社および国内連結子

会社については、従業

員に対する退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務および年金資

産の見込額に基づき、

当中間連結会計期末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による按分額を

翌連結会計年度より費

用処理することとして

おります。 

⑤ 退職給付引当金 

    中間連結財務諸表提出

会社、国内連結子会社

および一部の在外連結

子会社については、従

業員に対する退職給付

に備えるため、当連結

会計年度末における退

職給付債務および年金

資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。 

    過去勤務債務について

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５

年）による按分額を費

用処理しております。 

    数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(５年)による按分額を

翌連結会計年度より費

用処理することとして

おります。 

⑤ 退職給付引当金 

  連結財務諸表提出会社

および国内連結子会社

については、従業員に

対する退職給付に備え

るため、当連結会計年

度末における退職給付

債務および年金資産の

見込額に基づき計上し

ております。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)に

よる定額法により翌連

結会計年度から費用処

理することとしており

ます。 

   

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

  中間連結財務諸表提出

会社および連結子会社

のフォンテーヌ㈱、一

部の在外連結子会社に

ついては、役員に対す

る退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額

を計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

   中間連結財務諸表提出

会社および連結子会社

のフォンテーヌ㈱につ

いては、役員に対する

退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を

計上しております。 

   なお、当制度は平成17

年5月をもって廃止と

なり、「役員退職慰労

引当金」は制度適用期

間中から在任している

役員に対して退任時に

支給する予定額であり

ます。    

⑥ 役員退職慰労引当金 

  連結財務諸表提出会社

および連結子会社のフ

ォンテーヌ㈱、一部の

在外連結子会社につい

ては、役員に対する退

職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく

期末要支給額を計上し

ております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外連結

子会社の資産および負

債は中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用

は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差

額は資本の部における

為替換算調整勘定に含

めております。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外連結

子会社の資産および負

債は決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は

資本の部における為替

換算調整勘定に含めて

計上しております。 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

    消費税等の処理方法 

   消費税及び地方消費

税の会計処理は、税

抜方式によっており

ます。 

  消費税等の処理方法 

同左 

  消費税等の処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

  

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金および流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない、取得日から３カ月以

内に満期日の到来する短期

的な投資からなります。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金および流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない、

取得日から３カ月以内に満

期日の到来する短期的な投

資からなります。 



(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  

―――――――――― 

        

―――――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年8月9日))およ

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計規準適

用指針第6号)が平成16年3月31日に

終了する連結会計年度に係る連結財

務諸表から適用できることとなった

ことに伴い、当連結会計年度から同

会計基準および同適用指針を適用し

ております。これにより税金等調整

前当期純利益が6,889百万円減少し

ております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

(中間連結損益計算書) 

１ 前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他」に含めておりました「たな卸資産廃棄損」（前中

間連結会計期間14百万円）については、営業外費用総

額の100分の10超となったため、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１ 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローに掲記しておりました「保証金及び敷

金の支払額」および「保証金及び敷金の回収額」は、

重要性が乏しいため当中間連結会計期間から「保証金

及び敷金の増減額」として表示することに変更してお

ります。 

  

２ 前連結中間会計期間において、投資活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めておりました「定

期預金の増減額」(前中間連結会計期間529百万円)に

ついては、重要性が増したため当中間連結会計期間よ

り区分掲記しております。 

   

(中間連結貸借対照表) 

１ 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年6

月9日法律97号)により、証券取引法第2条第2項におい

て、投資事業有限責任組合およびこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、

前中間連結会計期間まで投資その他の資産の「その

他」に含めておりました投資事業組合への出資金を、

当中間連結会計期間より「投資有価証券」に計上して

おります。この変更により、「投資有価証券」は13百

万円増加し、投資その他の資産の「その他」は同額減

少しております。 

  

(中間連結損益計算書) 

１ 前中間連結会計期間において、営業外収益の「その

他」に含めておりました「為替差益」（前中間連結会

計期間24百万円）については、営業外収益総額の100

分の10超となったため、当中間連結会計期間より区分

掲記しております。 



(追加情報) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  

―――――――――― 

「地方税法等の一部を改正する

法律」(平成15年法律第9号)が平成

15年3月31日に公布され、平成16年

4月1日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当中間連結会計期間

から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成

16年2月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号)に従い法人事

業税の付加価値割および資本割に

ついては、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理

費が88百万円増加し、営業利益、

経常利益および税金等調整前中間

純利益が同額減少しております。 

  

―――――――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は21,028百万円であります。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は22,197百万円であります。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は21,520百万円であります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 商品保証引当金繰入額57百万

円および返品調整引当金戻入

額54百万円が含まれておりま

す。 

※１ 商品保証引当金繰入額79百万

円および返品調整引当金戻入

額23百万円が含まれておりま

す。 

※１ 商品保証引当金繰入額126百

万円および返品調整引当金戻

入額27百万円が含まれており

ます。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額は、次

のとおりであります。 

広告宣伝費 5,988百万円

給与手当 6,453百万円

賞与引当金 
繰入額 

1,367百万円

退職給付費用 337百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

31百万円

減価償却費 1,129百万円

連結調整勘定 
償却額 

435百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額は、次

のとおりであります。 

広告宣伝費 6,153百万円

給与手当 6,518百万円

賞与引当金
繰入額 

1,469百万円

退職給付費用 220百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

233百万円

減価償却費 852百万円

連結調整勘定
償却額 

320百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目および金額は、次

のとおりであります。 

広告宣伝費 12,440百万円

給与手当 14,008百万円

賞与引当金
繰入額 

1,589百万円

退職給付費用 640百万円

役員退職慰労
引当金繰入額 

62百万円

減価償却費 2,335百万円

連結調整勘定
償却額 

869百万円

   

※３ 固定資産売却益は、車両およ

び工具器具備品の売却による

ものであります。 

※３ 固定資産売却益は、主として

土地および建物の売却による

ものであります。 

※３ 固定資産売却益は、車両およ

び工具器具備品の売却による

ものであります。 

    

※４ 固定資産売却損は、工具器具

備品の売却によるものであり

ます。 

※４ 固定資産売却損は、土地およ

び建物の売却によるものであ

ります。 

※４ 固定資産売却損は、主として

土地および建物の売却による

ものであります。 

    

※５ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 34百万円 

機械及び装置 0百万円 

車両運搬具及び 

工具器具備品 2百万円 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 23百万円 

その他 1百万円 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 66百万円 

その他 16百万円 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  

―――――――――― 

  

  

―――――――――― 

  

※６ 土地評価損は、連結財務諸表

提出会社における連結子会社

株式の減損処理に伴い、過年

度の資本連結手続に際し連結

子会社の土地勘定に計上して

いた連結上の時価評価による

簿価修正額を取り崩したこと

による評価損であります。 

  

  

―――――――――― 

  

  

―――――――――― 

  

※７ 減損損失 

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上

しております。 

(1) 減損損失を認識した主な資産 

  

(2) 減損損失の認識に至った経緯 

継続的に営業損失を計上して

おり、かつ将来キャッシュ・フ

ローの見積り総額が各資産グル

ープの帳簿価額を下回るため、

帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しておりま

す。 

  

(3) 減損損失の金額 

会社・場所 用  途 種  類 
当社
(東京都他1
府3県) 

事業用資産 
(新業態サロ
ン8店舗) 

建 物 及 び
構築物他 

㈱エーディ
ーイー 
(大阪府他1
府3県) 

事業用資産 
(営業店5店
舗) 

建 物 及 び
構築物他 

㈱エーディ
ーエヌ 
(新潟県) 

事業用資産 
(ゴルフ場施
設) 

建 物 及 び
構 築 物、
土地他 

Bosley,Inc.
他3社 
(米国) 

事業用資産 
(営業権他) 

連 結 調 整
勘 定、営
業権他 

種  類 金額(百万円) 

建物及び構築物 1,577 

土地 612 

その他有形固定
資産 

954 

営業権 573 

連結調整勘定 2,826 

その他無形固定
資産 

343 

計 6,889 



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

    (4) 資産のグルーピングの方法 

当社および国内連結子会社に

ついては、原則として事業の種

類に地域性を加味してグルーピ

ングを行っております。また、

海外連結子会社については、会

社毎にグルーピングを行ってお

ります。 

  

(5) 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額

により測定しております。ゴル

フ場施設につきましては不動産

鑑定士による鑑定評価額に基づ

き、営業権(連結調整勘定を含

む。) につきましては外部第三

者による評価額に基づき、それ

以外の資産につきましては回収

可能価額を零として評価してお

ります。 

     

 ８ 当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額

は、当期において予定してい

る利益処分による圧縮積立金

の取崩を前提として、当中間

連結会計期間に係る金額を計

算しております。 

８    同左   

―――――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金勘定 10,530百万円

有価証券勘定に 
含まれるMMF等 

5,501百万円

預入期間が３カ月を
超える定期預金 

△755百万円

現金及び現金同等物 15,276百万円

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金勘定 12,348百万円

有価証券勘定に
含まれるMMF等 

3,502百万円

預入期間が３カ月を
超える定期預金 

△2,744百万円

現金及び現金同等物 13,106百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 13,626百万円

有価証券勘定に
含まれるMMF等 

2,502百万円

預入期間が３カ月を
超える定期預金 

△2,772百万円

現金及び現金同等物 13,356百万円



(リース取引関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得 
価額 
相当額 

減価 
償却 
累計額
相当額 

中間期
末残高 
相当額 

車両 
運搬具 

百万円 
44 

百万円 
30 

百万円
13

工具器 
具及び 
備品 

550 506 43

合計 594 536 57

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得
価額 
相当額 

減価
償却 
累計額
相当額 

中間期
末残高 
相当額 

車両 
運搬具 

百万円
30

百万円
18

百万円
11

工具器 
具及び 
備品 

77 40 36

合計 107 58 48

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

取得
価額 
相当額 

減価 
償却 
累計額
相当額 

期末 
残高 
相当額 

車両
運搬具 

百万円
44

百万円 
35 

百万円 
8 

工具器
具及び 
備品 

98 54 44 

合計 142 89 53 

(注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、有形固定資産の中

間期末残高に占める未経過リ

ース料中間期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

１年以内 36百万円

１年超 20百万円

合計 57百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注)     同左 

１年以内 19百万円

１年超 28百万円

合計 48百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残

高に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、支

払利子込み法により算定して

おります。 

１年以内 21百万円

１年超 32百万円

合計 53百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 62百万円

減価償却費 
相当額 

62百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 11百万円

減価償却費
相当額 

11百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 96百万円

減価償却費 
相当額 

96百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

      同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

      同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 422百万円

１年超 1,613百万円

合計 2,036百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 561百万円

１年超 2,498百万円

合計 3,059百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 475百万円

１年超 2,907百万円

合計 3,382百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成16年８月31日） 

１ 時価のある有価証券  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間連結会計期間末（平成17年８月31日） 

１ 時価のある有価証券  

  

区          分 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

 (百万円) 

差額 

 (百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

社債 

  

8,695 

  

8,705 

  

10 

計 8,695 8,705 10 

区          分 
取得原価 

 (百万円) 

中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 

 (百万円) 

(2) その他有価証券 

株式 

  

756 

  

1,043 

  

287 

計 756 1,043 287 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 

  

5,998 

(2) その他有価証券 

マネー・マネージメント・ファンド 

  

1,502 

区          分 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

 (百万円) 

差額 

 (百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

社債 

  

10,707 

  

10,707 

  

0 

計 10,707 10,707 0 

区          分 
取得原価 

 (百万円) 

中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 

 (百万円) 

(2) その他有価証券 

株式 

  

753 

  

1,322 

  

569 

計 753 1,322 569 



２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

前連結会計年度末（平成17年２月28日） 

１ 時価のある有価証券  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

次へ 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 

  

5,998 

(2) その他有価証券 

マネー・マネージメント・ファンド 

  

1,502 

区          分 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

 (百万円) 

差額 

 (百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

社債 

  

9,203 

  

9,209 

  

5 

計 9,203 9,209 5 

区          分 
取得原価 

 (百万円) 

連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 

 (百万円) 

(2) その他有価証券 

株式 

  

757 

  

1,145 

  

387 

計 757 1,145 387 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 

コマーシャルペーパー 

  

4,998 

(2) その他有価証券 

マネー・マネージメント・ファンド 

  

1,502 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成16年８月31日） 

  

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況   

(注) 時価の算定方法 

 通貨オプション取引契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっております。 

  

  

当中間連結会計期間末（平成17年８月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度末（平成17年２月28日） 

  

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況   

(注) 時価の算定方法 

 通貨オプション取引契約を締結している取引金融機関から提示された価格によっております。 

  

前へ     

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 

(百万円) 
時価 

（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

通  貨 

通貨オプション取引       

売建・円買い・ 

米ドル売り 
988 △53 △53 

買建・円売り・ 

米ドル買い 
329 2 2 

合 計 1,318 △50 △50 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 

(百万円) 
時価 

（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

通  貨 

通貨オプション取引       

売建・円買い・ 

米ドル売り 
314 △29 △29 

買建・円売り・ 

米ドル買い 
104 0 0 

合 計 418 △29 △29 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間 (自 平成16年3月1日 至 平成16年8月31日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「毛髪関連事業」の割合が、いずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間 (自 平成17年3月1日 至 平成17年8月31日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「毛髪関連事業」の割合が、いずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度 (自 平成16年3月1日 至 平成17年2月28日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「毛髪関連事業」の割合が、いずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間 (自 平成16年3月1日 至 平成16年8月31日) 

  

  

当中間連結会計期間 (自 平成17年3月1日 至 平成17年8月31日) 

  

  

前連結会計年度 (自 平成16年3月1日 至 平成17年2月28日) 

  

  

  日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 

  

27,323 

  

222 

  

5,931 

  

1,316 

  

34,793 

  

－ 

  

34,793 

33 1,816 290 － 2,141 (2,141) － 

計 27,357 2,038 6,222 1,316 36,934 (2,141) 34,793 

営業費用 21,426 1,578 6,663 1,338 31,007 (75) 30,931 

営業利益又は営業損失（△） 5,931 459 △441 △21 5,927 (2,065) 3,862 

  日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 

  

27,673 

  

221 

  

5,853 

  

1,676 

  

35,425 

  

－ 

  

35,425 

26 2,075 388 － 2,491 (2,491) － 

計 27,700 2,297 6,242 1,676 37,916 (2,491) 35,425 

営業費用 21,930 1,807 6,585 1,581 31,903 (493) 31,410 

営業利益又は営業損失（△） 5,769 490 △342 95 6,012 (1,998) 4,014 

  日本 

(百万円) 

アジア 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は全社 

(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 

  

55,800 

  

476 

  

11,724 

  

2,624 

  

70,625 

  

－ 

  

70,625 

56 3,767 592 － 4,416 (4,416) － 

計 55,856 4,243 12,316 2,624 75,041 (4,416) 70,625 

営業費用 43,590 3,450 13,004 2,517 62,562 (405) 62,156 

営業利益又は営業損失（△） 12,266 793 △688 107 12,479 (4,010) 8,468 



(注)１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1) アジア・・・・・・・ タイ・フィリピン・台湾 

(2) 北 米・・・・・・・ 米国 

(3) 欧 州・・・・・・・ フランス・ドイツ・オランダ・ベルギー・イギリス・スウェーデン 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理

部門および全社資産に係る費用であります。 

前中間連結会計期間   2,084百万円 

当中間連結会計期間  1,865百万円 

前連結会計年度       4,085百万円 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間 (自 平成16年3月1日 至 平成16年8月31日) 

  

当中間連結会計期間 (自 平成17年3月1日 至 平成17年8月31日) 

  

前連結会計年度   (自 平成16年3月1日 至 平成17年2月28日) 

(注) 1 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
       2  本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1)ア ジ ア・・・・・・ タイ・フィリピン・台湾・韓国・シンガポール 

(2)北    米・・・・・・ 米国 

(3)欧    州・・・・・・ フランス・ドイツ・オランダ・ベルギー・イギリス・スウェーデン 

(4)その他の地域・・・・ 豪州・中南米 

       3  海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他の地域 

(百万円) 

計 

(百万円) 

1 海 外 売 上 高  201  5,806 1,453 18  7,479 

2 連 結 売 上 高 ― ― ― ―  34,793 

3 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合（％） 

  

 0.6 

  

 16.7 

  

 4.2 

  

 0.0 

  

 21.5 

  アジア 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他の地域 

(百万円) 

計 

(百万円) 

1 海 外 売 上 高 196 5,753 1,812 42 7,805 

2 連 結 売 上 高 ― ― ― ―  35,425 

3 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合（％） 

  

0.6 

  

16.2 

  

5.1 

  

0.1 

  

22.0 

  アジア 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

欧州 

(百万円) 

その他の地域 

(百万円) 

計 

(百万円) 

1 海 外 売 上 高 432 11,484 2,889 35 14,841 

2 連 結 売 上 高 ― ― ― ―  70,625 

3 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合（％） 

  

0.6 

  

16.3 

  

4.1 

  

0.0 

  

21.0 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間純利益又は１株当たり当期純損失(△)および潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、

次のとおりであります。 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自平成16年3月１日 
  至平成16年8月31日) 

当中間連結会計期間
(自平成17年3月１日 
  至平成17年8月31日) 

前連結会計年度 
(自平成16年3月１日 
  至平成17年2月28日) 

１株当たり純資産額 1,824円57銭 1,703円18銭 1,671円40銭 

１株当たり中間純利益 
又は１株当たり当期純 
損失(△) 

50円01銭 57円21銭 △88円02銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期) 
純利益 

50円01銭
  

57円09銭
  

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益について
は、潜在株式は存在する
ものの１株当たり当期純
損失であるため記載して
おりません。 

項目 
前中間連結会計期間
(自平成16年3月１日 
  至平成16年8月31日) 

当中間連結会計期間
(自平成17年3月１日 
  至平成17年8月31日) 

前連結会計年度 
(自平成16年3月１日 
  至平成17年2月28日) 

中間連結損益計算書上の中間
純利益又は当期純損失(△)(百
万円) 

2,035 2,297 △3,568 

普通株式に係る中間純利益又
は当期純損失(△)(百万円) 

2,035 2,297 △3,568 

普通株主に帰属しない金額
(百万円) 

－ － － 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

40,696,799 40,169,445 40,536,343 

中間(当期)純利益調整額
(百万円) 

－ － － 

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の内訳
(株) 

      

 新株予約権 602 84,483 － 

普通株式増加数(株) 602 84,483 － 

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

(中間連結財務諸表提出会
社) 
①自己株取得方式による
ストックオプション制
度(平成13年5月24日定
時株主総会決議) 
 株式の種類：普通株式 
 株式数：320,000株 
②新株予約権(平成16年5
月27日定時株主総会決
議) 
 新株予約権の数： 

7,486個 
 なお、新株予約権の概
要は「第4 提出会社の
状況 1 株式等の状況 
(2) 新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。 

―――― 
(連結財務諸表提出会社)
①自己株取得方式による
ストックオプション制
度(平成13年5月24日定
時株主総会決議) 
 株式の種類：普通株
式 
 株式数：320,000株 
②新株予約権(平成16年
5月27日定時株主総会
決議) 
 新株予約権の数： 

7,486個 
 なお、新株予約権の
概要は「第4 提出会
社の状況 1 株式等の
状況 (2) 新株予約権
等の状況」に記載の
とおりであります。 



(重要な後発事象) 

   該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   2,439   3,824 2,954   

２ 受取手形   4   11 606   

３ 売掛金   2,533   2,627 1,806   

４ 有価証券   14,096   11,201 12,199   

５ たな卸資産   1,206   1,192 1,245   

６ 繰延税金資産   708   725 591   

７ その他   900   846 685   

８ 貸倒引当金   △2   ― △2   

  流動資産合計    21,888 25.6 20,428 26.6   20,087 27.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   11,034   10,753 11,089   

(2) 土地   10,693   10,670 10,693   

(3) その他   1,798   1,169 1,241   

有形固定資産 
合計 

   23,525 27.6 22,594 29.5   23,024 31.5

２ 無形固定資産    2,124 2.5 2,121 2.8   2,109 2.9

３ 投資その他の 
  資産 

         

(1) 投資有価証券   3,094   8,282 4,650   

(2) 関係会社株式   22,600   10,766 10,766   

(3) 長期貸付金   4,569   5,069 5,025   

(4) 保証金及び 
  敷金 

  2,919   2,847 2,913   

(5) 繰延税金資産   1,700   2,230 2,175   

(6) その他   3,003   2,901 2,904   

(7) 貸倒引当金   △58   △557 △560   

投資その他の 
資産合計 

   37,829 44.3 31,541 41.1   27,876 38.1

固定資産合計    63,479 74.4 56,256 73.4   53,010 72.5

資産合計    85,367 100.0 76,685 100.0   73,098 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   190   221 248   

２ 未払法人税等   1,420   1,743 546   

３ 賞与引当金   1,023   1,070 946   

４ 商品保証引当金   119   142 126   

５ 前受金   2,876   2,869 3,023   

６ その他 ※２ 2,020   1,960 2,194   

流動負債合計    7,649 9.0 8,007 10.4   7,084 9.7

Ⅱ 固定負債          

１ 退職給付引当金   2,780   2,975 2,945   

２ 役員退職慰労 
  引当金 

  717   694 739   

３ その他   264   356 266   

固定負債合計    3,761 4.4 4,026 5.3   3,950 5.4

負債合計    11,411 13.4 12,033 15.7   11,035 15.1

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    12,944 15.2 12,944 16.9   12,944 17.7

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   13,157   13,157 13,157   

資本剰余金合計    13,157 15.4 13,157 17.1   13,157 18.0

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   1,022   1,022 1,022   

２ 任意積立金   25,016   25,015 25,016   

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

  25,321   16,748 13,377   

利益剰余金合計    51,359 60.1 42,785 55.8   39,415 53.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

   157 0.2 315 0.4   213 0.3

Ⅴ 自己株式    △3,661 △4.3 △4,550 △5.9   △3,667 △5.0

資本合計    73,956 86.6 64,652 84.3   62,062 84.9

負債・資本合計    85,367 100.0 76,685 100.0   73,098 100.0

              



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    22,574 100.0 22,700 100.0   44,883 100.0

Ⅱ 売上原価    3,779 16.7 3,775 16.6   7,475 16.7

売上総利益    18,795 83.3 18,924 83.4   37,048 83.3

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

   15,235 67.5 15,228 67.1   30,787 68.5

営業利益    3,559 15.8 3,696 16.3   6,620 14.8

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   105   126 214   

２ 受取配当金   2,349   1,940 2,350   

３ その他の営業外 
  収益 

  374 2,830 12.5 428 2,495 11.0 658 3,223 7.2

Ⅴ 営業外費用 ※１  244 1.1 151 0.7   519 1.2

経常利益    6,145 27.2 6,040 26.6   9,325 20.8

Ⅵ 特別利益    ― ― 5 0.0   ― ―

Ⅶ 特別損失 ※２  5 0.0 24 0.1   13,245 29.5

税引前中間純利 
益又は税引前当 
期純損失(△) 

   6,140 27.2 6,020 26.5   △3,920 △8.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,796   2,043 3,309   

法人税等調整額   △19 1,777 7.9 △259 1,784 7.8 △416 2,893 6.5

中間純利益又は 
当期純損失(△) 

   4,363 19.3 4,236 18.7   △6,813 △15.2

前期繰越利益    20,957 12,611   20,957 

自己株式処分 
差損 

   ― 99   0 

中間配当額    ― ―   767 

中間(当期) 
未処分利益 

   25,321 16,748   13,377 

                 



(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 資産の評価基準

および評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同左 

  満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 
同左 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

   時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

商品 

 かつら 

    オーダーメイド 

個別法による原

価法 

    レディーメイド 

総平均法による

原価法 

 その他の商品 

  最終仕入原価法 

(3) たな卸資産 

商品 

同左 

  

  

     

  

  

  

(3) たな卸資産 

商品 

同左 

  

  貯蔵品 

 支給資材 

  個別法による原価法 

 その他の貯蔵品 

  最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物 13～47年

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

均等償却 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

することとしております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 商品保証引当金 

販売商品の無償保証契約に

基づく補修費に充てるた

め、過去の補修実績を基礎

として、その必要額を見積

計上しております。 

(3) 商品保証引当金 

同左 

(3) 商品保証引当金 

同左 

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当

中間期末において発生して

いると認められる額を計上

しております。 

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)に

よる按分額をそれぞれ発生

の翌事業年度より費用処理

しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当

中間期末において発生して

いると認められる額を計上

しております。 

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による按分額を

費用処理しております。 

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)に

よる按分額をそれぞれ発生

の翌事業年度より費用処理

しております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当

期末において発生している

と認められる額を計上して

おります。 

数理計算上の差異は、その

発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定額法

により、翌期から費用処理

することとしております。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の

支給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の

支給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

なお、当制度は平成17年5月

をもって廃止となり、「役

員退職慰労引当金」は制度

適用期間中から在任してい

る役員に対して退任時に支

給予定額であります。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の

支給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上

しております。 

４ 外貨建の資産又は

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 



  

  
  

(会計処理の変更) 
  

  

(表示方法の変更) 
  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

５ リース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  

――――――― 

  

――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年8月9日))および

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第6号)が平成16年3月31日に

終了する事業年度に係る財務諸表か

ら適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準およ

び同適用指針を適用しております。 

これにより税引前当期純損失が

224百万円増加しております。 

前中間会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

  

――――――― 

(中間貸借対照表) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年6

月9日法律第97号）により、証券取引法第2条第2項に

おいて、投資事業有限責任組合およびこれに類する組

合への出資を有価証券とみなすこととされたことに伴

い、前中間会計期間まで投資その他の資産の「その

他」に含めていた投資事業組合への出資金を、当中間

会計期間より「投資有価証券」に計上しております。

この変更により、「投資有価証券」は13百万円増加

し、投資その他の資産の「その他」は同額減少してお

ります。 



 (追加情報) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  

――――――― 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第9号)が平成15

年3月31日に公布され、平成16年4月

1日以降に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年2月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に従い法人事業税の付加価値割

および資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が76百万円増加し、営業利益、経常

利益および税引前中間純利益が同額

減少しております。 

  

――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  
  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年８月31日) 

前事業年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 
  

種類 
減価償却累計額 
(百万円) 

建物 13,126 

その他 2,905 

計 16,031 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 
  

種類 
減価償却累計額
(百万円) 

建物 13,672

その他 3,132

計 16,805

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 
  

種類
減価償却累計額 
(百万円) 

建物 13,339 

その他 3,038 

計 16,377 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等および仮受消

費税等は相殺のうえ、流動

負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２ 消費税等の取扱い 

――――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 営業外費用のうち重要なもの 

     ――――――― 

※１ 営業外費用のうち重要なもの 

     ――――――― 

※１ 営業外費用のうち重要なもの 

為替差損 211百万円

不動産賃貸
費用 

148百万円

※２ 特別損失のうち重要なもの 

     ――――――― 

※２ 特別損失のうち重要なもの 

     ――――――― 

※２ 特別損失のうち重要なもの 

関係会社株
式評価損 

12,493百万円

貸倒引当金
繰入額 

500百万円

減損損失 224百万円

３ 減価償却実施額 

 有形固定資産 719百万円 

 無形固定資産 40百万円 

３ 減価償却実施額 

 有形固定資産 675百万円

 無形固定資産 31百万円

３ 減価償却実施額 

 有形固定資産 1,510百万円

 無形固定資産 76百万円

 ４ 当中間会計期間に係る納付税

額および法人税等調整額は、

当期において予定している利

益処分による建物圧縮積立金

の取崩しを前提として当中間

会計期間に係る金額を計算し

ております。 

４   同  左 

  

  

４   ――――――― 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

５   ――――――― ５   ――――――― ５ 減損損失 

当期において、以下の資産グ
ループについて減損損失を計
上しております。 

(1) 減損損失を認識した主な資産 

  
(2) 減損損失の認識に至った経緯 
  継続的に営業損失を計上してお
り、かつ将来キャッシュ・フロ
ーの見積り総額が各資産グルー
プの帳簿価額を下回るため、帳
簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失とし
て特別損失に計上しておりま
す。 

    
(3) 減損損失の金額 

  
(4) 資産のグルーピングの方法 
原則として事業の種類に地域性
を加味してグルーピングを行っ
ております。 

  
(5) 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、合理的

な処分価額を零として評価し

ております。 

場 所 用 途 種 類 

東京都他1
府3県 

事業用資産
(新業態サ
ロン8店舗) 

建 物、工
具 器 具 及
び備品 

種 類 金額(百万円) 

建物 199 

工具器具及び
備品 

 24 

計 224 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

  
取得価額 

相当額 

減価償 
却累計額 
相当額 

中間期 
末残高 
相当額 

車輌運搬
具 

百万円 
20 

百万円 
17 

百万円
3 

工具・器
具及び備
品 

472 452 20

合計 493 469 23

  
取得価額

相当額 

減価償

却累計額

相当額 

中間期

末残高 
相当額 

工具・器
具及び備
品 

百万円

35 
百万円

14 
百万円

21 

 
取得価額

相当額 

減価償 
却累計額 
相当額 

期末残高

相当額 

車輌運搬
具 

百万円
20 

百万円 
19 

百万円
1 

工具・器
具及び備
品 

39 14 24 

合計 59 33 25 

(注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

(注) 同左 (注) 取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経過

リース料中間期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年以内 23百万円

１年超 0百万円

合計 23百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(注) 同左 

１年以内 6百万円

１年超 14百万円

合計 21百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

１年以内 8百万円

１年超 17百万円

合計 25百万円

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 53百万円

減価償却費 
相当額 

53百万円

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 4百万円

減価償却費
相当額 

4百万円

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 81百万円

減価償却費
相当額 

81百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

２ オペレーティング・リース取引 

     ――――――― 

２ オペレーティング・リース取引 

     ――――――― 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成16年８月31日） 

子会社株式で時価があるものはありません。 

  

当中間会計期間末（平成17年８月31日） 

子会社株式で時価があるものはありません。 

  

前事業年度末（平成17年２月28日） 

子会社株式で時価があるものはありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

 (2) 【その他】 

平成17年10月13日開催の取締役会において、第37期事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)の中

間配当につき、次のとおり決議しました。 

   支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成17年11月16日 

（注）平成17年８月31日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 

中間配当金総額 880百万円

１株当たりの額 22円



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第36期) 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

  
平成17年５月26日 
関東財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第２号の２（募集に該当し
ないこととなる新株予約権証券の取得
の申込みの勧誘）の規定に基づくもの 

  
平成16年５月27日 
関東財務局長に提出。 

(3) 
自己株券 
買付状況報告書 

  
自 平成17年２月１日 
至 平成17年２月28日 

  
平成17年３月14日 
関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年３月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年４月13日 
関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年４月１日 
至 平成17年４月30日 

  
平成17年５月13日 
関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年５月１日 
至 平成17年５月26日 

  
平成17年６月８日 
関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年５月26日 
至 平成17年５月31日 

  
平成17年６月15日 
関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年６月１日 
至 平成17年６月30日 

  
平成17年７月13日 
関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年７月１日 
至 平成17年７月31日 

  
平成17年８月15日 
関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年８月１日 
至 平成17年８月31日 

  
平成17年９月14日 
関東財務局長に提出。 

      
自 平成17年９月１日 
至 平成17年９月30日 

  
平成17年10月14日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社アデランス 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アデランスの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年３月１日から

平成16年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社アデランス及び連結子会社の平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成16年11月10日 

京橋監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  岸        勲  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  石  原     裕  ㊞ 

関与社員   公認会計士  小 宮 山     司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社アデランス 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アデランスの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年３月１日から

平成17年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社アデランス及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年11月７日 

京橋監査法人 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  岸        勲  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  石  原     裕  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  小 宮 山     司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社アデランス 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アデランスの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第36期事業年度の中間会計期間(平成16年３月１日から平

成16年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社アデランスの平成16年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年３月１

日から平成16年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成16年11月10日 

京橋監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  岸        勲  ㊞ 

代表社員
関与社員

  公認会計士  石  原     裕  ㊞ 

関与社員   公認会計士  小 宮 山     司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社アデランス 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アデランスの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第37期事業年度の中間会計期間(平成17年３月１日から平

成17年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社アデランスの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年３月１

日から平成17年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年11月７日 

京橋監査法人 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  岸        勲  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  石  原     裕  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  小 宮 山     司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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